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　自殺を予防する方策を探るための第一歩として，鹿児島県島嶼地区における最近３年間
（１９９９－２００１年）の自殺例について検討したところ，総数は１６５人，年間平均自殺率（人
口１０万対）は２９．０であった．男性自殺率は４６．５で，女性の値１３．０に比して有意に高値を示
した．１０年前（１９８９－１９９１年）と比較すると，男性６０歳代に有意の増加を認めた．自殺の
背景を１０年前と比較すると，男性では厭世，経済的理由の割合が有意に増加していたが，
女性では差を認めなかった．昨今の景気低迷が島嶼地区においても特に６０歳代男性に大き
く影響していることがうかがえる．自殺者の世帯人数の比率を島嶼地区全体と比較すると，
自殺者では独居，２人暮らしの比率がともに有意に高値を示した．したがって，夫婦や家
族相互の心の交流が自殺者減少のための重要な要素と思われる．また，自殺企図経験者の
割合が男性では１２％，女性では２１％を占めていたことから，特に自殺未遂経験者を対象と
した心理学的ケアなどの社会的対策によって自殺者数を減少できるのではないかと考える．
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　　Cases of suicide in the islands of Kagoshima Prefecture for the last three years (1999-
2001) were investigated. The total number was 165. Average annual suicide rate (per 100,000 
population) was estimated to be 29.0. Suicide rate in the male (46.5) was larger than 
that in the female (13.0; p<0.0001). Suicide rate in the male in sixties was larger than 
that in 1989-1991 (p=0.0002). As a background of suicide, pessimistic and economical reasons 
of male suicides were increased (p<0.0001). Recent business depression might have lead 
to increase male suicidal number. Single or two-person households and past suicide attempt 
were considered to be risk factors for suicide. Protective activities by government, society 
and family should be developed for reducing suicidal number.
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　近年，全国的に自殺者数の増加が指摘されている．交通事故による死亡者数と比較する
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と，以前から自殺者数の方が多いのに加え，ここ数年は交通事故死者数が横ばいであるた
め，その差は開く一方で，現在では交通事故死者の３～４倍の人数が自殺によって死亡し
ているといわれている．交通事故に対しては県警や行政による防止対策が奏功していると
思われるが，自殺に対して社会的防止策は殆ど行われていない．
　ところで，鹿児島県は自殺率が比較的高く，都道府県別の集計（２０００年）では男性７位，
女性１８位に位置している．
　今回われわれは，総合研究「多島域における小島嶼の自律性」に参加させていただいた
のを機に，自殺を予防する方策を探るための第一歩として，鹿児島県の島嶼地区における
自殺の現状について１０年前の状況と比較しつつ検討したので報告する．
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　１９９９～２００１年の自殺例を対象として，吉岡（１９９７）の調査項目に準じて，年齢，性別，
島嶼地区か否か，自殺企図推定日時，手段，背景，過去の企図歴，既往歴，家族構成につ
いて，匿名化に充分留意して調査を行い，各々の結果を１０年前（１９８９～１９９１年）と比較し
た．自殺率，地区全体の世帯人数の比率は国勢調査（１９９０，２０００年）の値に基づいて算出
した．統計学的解析はカイ二乗分布検定によった．
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　最近３年間の島嶼地区における自殺者数は１６５人であった．年間平均自殺率（人口１０万
対）は２９．０で，１０年前の値（２４．３）に比して統計学的に有意な差を認めなかった．なお，
この自殺率は県全体の率（２６．５）とも有意な差を認めなかった．
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　男性自殺率は４６．５で，女性の値１３．０に比して有意に高値を示した（p＜０．０００１）．男女
とも１０年前の自殺率と有意差を認めなかった．年齢層別に検討すると，男性では５０歳代，
女性では６０歳代が最多であった（Fig．１）．１０年前と比較すると，男性６０歳代に有意の増加
を認めた（p＝０．０００２）．

Fig.1. Suicide rate in the islands of Kagoshima Prefecture.
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　月別では１２～２月と７～９月，曜日別では水～金曜，時間帯別では午前８時～午後２時
の時間帯に多いという結果を得た．
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　男女とも縊死（首吊り）が最多であった（男性６３％，女性４８％）．男性では縊死の割合
が女性よりも高率である一方，入水，服毒の割合は低率であった（Table １）．１０年前の割
合と比較すると，男女とも縊死の割合が減り，服毒の比率が増えていた．

�������

　男性では，病苦（精神科的疾患を含む）５０％，厭世２１％，借金苦などの経済的理由２０％，
家庭や職場等での対人関係８％の順で，女性では，病苦５８％，厭世２２％，対人関係１８％，
経済的理由２％の順であった（Table　２）．１０年前と比較すると，男性では厭世，経済的
理由の割合が有意に増加していた（p＜０．０００１）一方，女性では差を認めなかった．なお，
年齢層別検討において１０年前より増加していた６０歳代男性の背景をみると，病苦，厭世，
経済的理由のいずれもが１０年前に比し有意に増加していた．

��������	
��

　過去における自殺未遂の有無が判明している例について企図経験者の割合をみると，男
性は１２％，女性は２１％を占めていた．なお，１０年前は男性９％，女性４％であった．
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　家族構成がわかっている例の世帯人数は独居２９％，２人３８％，３人以上３３％であり，国
勢調査から算出した島嶼地区全体の比率（独居１３％，２人１４％，３人以上７３％）と比較す
ると，自殺者では独居，２人暮らしの比率がともに有意に高値を示し，逆に３人以上同居
の比率が有意に低値を示していた．

Table 1. Methods of committing suicide in the islands

Table 2. Background or motive of suicide in the islands
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　近年，全国的に自殺者数が増加しているといわれているものの，島嶼地区の自殺率は全
体的には１０年前と変わらなかった．しかしながら，６０歳代男性の自殺率は有意に増加して
いた．また，自殺の背景をみると，男性の厭世，経済的理由による自殺の比率が有意に増
加していた．厭世にはいろいろな複合要因が絡み合っているものと思われるが，経済的理
由の増加については，昨今の景気低迷が島嶼地区にも大きく影響していることがうかがえ
る．
　一方，家族構成をみると，独居のみならず２人暮らしの自殺者が有意に多いという結果
を得た．したがって，配偶者の存在のみでは自殺を防止するのは困難で，夫婦や家族相互
の心の交流が自殺者減少のための重要な要素と思われる．
　また，企図経験者が男女とも１０％以上を占めることからすると，特に自殺未遂経験者を
対象とした心理学的ケアなどの社会的対策によって自殺者数を減少できるのではないかと
考える．
　吉岡（１９９８）が指摘しているように，自殺者の減少をはかるためには，行政と民間が一
致協力した防止対策活動を推し進める必要があるということを強調したい．

　稿を終わるにあたり，本調査に協力いただいた鹿児島県警察本部捜査第一課の皆様に対
し深謝いたします．
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